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I はじめに
(1) 
1978年末に発生した第2次石油危機を契機とした世界同時不況の影響が深
刻になるなかで始まった1980年代は日本経済にとって激動の10年であった。
1980年代に入って日本の貿易収支は恒常的な黒字を示し，日本を世界最大の
対外純債権国にした。他方，それとは対照的にアメリカは1985年対外純債務
(1) 第2次石油危機の発生を1978年末とするか1979年3月のイラン革命以後とする
かは意見の分れるところである。ここでは広義に1979年末としておく。
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国に転落した。その結果として日米対外経済不均衡は拡大し，経済摩擦も激
化した。
またアメリカの対外競争力回復を目指した， 1985年9月先進5カ国蔵相会
議によるいわゆるプラザ合意（主要通貨に対するドルの全面切り下げ）を受
けて，円の対ドルレートは1ドル＝120円台にまで急上昇し， 日本の貿易構
造や産業構造に大きな変化をあたえた。
そうした変化の第1は，企業活動の一層の国際化である。たとえば，対外
直接投資の推移をみれば， 1980年の47億ドルから85年の112億ドル， 87年に
は337億ドルヘと急速に増大している。
その第2は，貿易構造とりわけ輸入構造の急激な変化である。日本の貿易
構造は「加工貿易型」・「原材料輸入型」と特徴づけられてきた。事実， 1965
年には輸入商品別構成比率（円ベース， 名目額）は食料品18.0彩， 原燃料
59.3彩， 製品22.7彩であった。 しかし， この数字は1988年には食料品14.5
彩，原燃料36.6彩，製品類49.1彩と従来における原燃料と製品類の比率はほ
ぼ逆転したのである。
そのほかにも言及しなければならないことが多くあるが，本稿との関連で
いえば日本の輸入構造が従来の原燃料輸入型から完成品および半完成品を含
む製品類輸入構造に転換しつつあることであろう。
こうした状況のなかで，従来より製造業に比して「国際化」に消極的であ
った立地産業としての小売企業が様々な形態を取りつつ，積極的に海外展開
を行い始めている。本稿では，大規模小売企業の「国際化」の主要な要因お
よびその基本的形態（開発輸入と海外出店）を確認しつつ，これをテコとし
て多国緒流通企業への脱皮を模索する大規模小売企業の「国際化」戦略を考
察することにしたい。またこの「国際化」戦略がもつ様々な問題点や影響に
ついても若千言及する。
]I 大規模小売企業の国際的展開の新しい傾向
1980年代に入って，特に85年のプラザ合意以降大規模小売企業の海外進出
大規模小売企業の「国際化」戦略について（山岡）
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は活発化するが，すでに小売企業の海外進出は戦後の高度成長とともに，海
外出店の形態で行われていた。戦後の初期のものでは， 1958年高島屋がニュ
ーヨークヘ，翌年59年白木屋（硯在の東急百貨店）がハワイヘ， 60年大丸が
71年三越がパリヘ進出してい香港へ，
(2) 
る。 1950年代末に始まる大規模小売企業の海外進出は， 1970年代初頭にスー
パーが大規模小売企業としての地位を確立する以前の，大規模小売企業の唯
ーの存在形態であった百貨店による欧米先進諸都市への進出であった。 1970
年代においても事情は基本的にはそれ以前とそう変らない。ただ，
62年西武百貨店がロサンゼルスヘ，
スー ノゞ 一
業界において大手スーパーが国内での出店競争に凌ぎを削っているなかで，
八百半デパートが1971年ブラジル，サンパウロに業界として初めて海外出店
その後も1974年シンガボール， 1979年3月コスタリカ， 1979年5を行ない，
月シンガポール， 1979年7月アメリカヘと積極的な国際展開を行っているの
が注目される
照）。
（第1表参 第1図 小売企業の海外拠点数の推移と拠点
地域及び拠点目的
ところが， 1980年代にお
ける大規模小売企業の悔外
展開には明らかに異る傾向
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に関する調査の結果であ
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通産省「通商白書昭和63年版」
(2) 田口冬樹「日本の小売企業の国際化について」「専修経営学論集」第47号， 1989
年3月， 46ページ。
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れている。この間に増加した拠点のうち，それを地域別にみればアジア NIES
（韓国， 台湾， 香港， シンガポールとする， 以下同じ） 42.1%, ASEAN 
諸国（タイ， フィリピン， インドネシア， マレイシアとする。以下同じ）
26.3%，総計68.4％となり東南アジア地城が欧米諸国（ヨーロッパ13.2%,
アメリカ 7.9%)を圧倒的に上回っている。このことは，小売企業の海外展
開がプラザ合意をうけての円高定着とともに急速に増加していることを示し
ている。と同時に86年以降の小売企業の海外展開の半数近くが東南アジア地
域に向っていることを明瞭に示している。ここに現在の小売企業の国際的展
開の新しい傾向をみいだすことができる。
さらに，海外拠点の設置目的であるが， 買付拠点36.5%，情報収集拠点
28.8%，販売拠点28.8％となっている。このことは，買付拠点の設置が急激
な円高の後に増加することは肯首しえるとしても，販売拠点の設置，情報収
集拠点の設置がともに28.8％にのぽることは，東南アジア地域に新たな流遥
経済圏の登場を予測させるものである。このような新しい傾向を受けて本稿
では東南アジア地域への大規模小売企業の国際的展開を考察しようとするも
のである。
m 大規模小売企業の「国際化」の外的促進要因
1985年のプラザ合意のもとでの円切上げ（ドルの主要通貨に対する全面切
下げ）が，大規模小売企業の急速な海外進出の「直接的な」契機を成したこ
とは明白であるが，為替レートの変更が，企業の海外進出に直結するほど単
純なものではなく，そこには企業を海外進出に向わせる政治・経済的環境要
因が背後に存在し，企業の経営戦略的要因があると考えられる。
そこでまず，大規模小売企業の「国際化」の外的要因としての一般的な環
境要因の主なものについて検討しよう。
第1点は，今日の世界経済の状況とその世界経済に占める日本経済の位置
に関わるものである。とりわけここでは， 日米の対外経済不詢衡問題が重要
である。 1980年代に入って以来，日本の貿易収支は恒常的黒字傾向を示し，
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その帰結として日本は世界最大の対外純債権国 (2,917億ドル， 1988年度）
となり，他方アメリカは巨大な対日貿易赤字を抱え，世界最大の累積債務国
(5,325億ドルの債務， 1988年度，この数字は，今日問題化している途上国
の重債務国を含めて世界最大の債務額である）に転落した。この日米の対外
経済不均衡は日本の対外経済政策や金融政策，
企業の行動などに大きな影響を与えている。そもそもプラザ合意の成立がア
メリカの対外競争条件の変更（ドルの主要通貨に対する全面切り下げ）によ
るアメリカ貿易収支の改善を目指したものであることを想起されたい。
さらに小売企業を含めた日本
このような状況のもとで，事を複雑にしているのは，日本の対米輸出依存
度の高さとアメリカの貿易収支赤字に占める対日赤字の大きさである。第2
図は日米貿易関係の歴史的推移（輸出）を表わしたものである。
(3) 
輸出依存度は3割前後と高いのであるが，とりわけ問題なのはアメリカが世
日本の対米
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(3) 通産省「通商白書 昭和63年版」， 113ページ。
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界最大の債務国になったという状況のもとで，日本の対米輸出依存度が急速
に高まり，歴史的にみても高水準に達していることである。またアメリカの
貿易収支は1988年には前年の1,521億ドルから1,198億ドルと 324億ドルの改
(4) 
善を示すものの，対日赤字は未だ521億ドルといった高水準が続いている。
こうした日本の対米貿易黒字を背景とした対外経済不均衡の回復を目指し
(5) 
てアメリカは， 85年に世界最大の対外純債権国になり国際的地位を高めてき
た日本に具体的対応を要求している。日米半導休取り決めに関する報復措置
（パソコンなどに対する100彩関税賦課），牛肉・かんきつおよぴ農産物12品
目に関する日米2国間協議，スーパー 301条に基く駆定項目の決定（スーパ
ーコンピュークー，衛屋，林産物の 3項目）などにみられるような貿易摩擦
の激化は，今日日米構造協議へと発展し，極めて政治問題化している。
このような一連の動きのなかで， 1985年「市場アクセス改善のためのアク
ション・プログラム」， 86年の「国際協調のための経済構造調整研究会報告」
（いわゆる「前川レボート」）， 88年の経団連「規制緩和に関する要望（中間
とりまとめ）基本的考え方」， さらには臨時行政改革推進審議会（行革審）
(6) 
公的規制緩和に関する答申」などの市場開放策が，矢継ぎ早に発表される。
『通商白書』は今日の経済摩擦の特徴を整理して，①個別商品をめぐる貿
(4) 経済企画庁「経済白書平成元年版」， 240ペー ジ。
(5) 大蔵省「昭和60年末の対外貸借に関する報告書」によれば， 1985年末日本は
1,298億ドルで世界最大の純債権国になり，他方アメリカは純債務額1,079億ドル
で世界一の純債務国に転落した。
(6) いわゆる「アクション・プログラム」，「前川レポート」など流通規制緩和論や
国家の流通過程への介入に対するまとまった反論としては保田芳昭「経済摩擦・
円高と百貨店」「商学論集」第31巻3• 4 • 5号， 昭和61年10月；同「経済摩擦
と大手小売業」関西大学経済・政治研究所「研究双書」第65冊「経済摩擦の研
究」 1988年3月，所収；同「大手小売企業の国際化と流通規制綬和」関西大学経
済・政治研究所「研究双書」第69冊「経済摩擦と構造変化」 1989年3月，所収を
参照されたい。また，国家独占資本主義のもとでの国家の流通過程への介入を理
論的に分析した意欲的労作として， 加藤義忠「瑕代流通経済の基礎理論」同文
館， 1986年を挙げておく。
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易摩擦から全般的な経済摩擦としての性格が強まっていること③摩擦の対象
が先端技徹商品等ハイテク分野へと拡大してきている⑧対日市場アクセスの
(7) 
改善要求が強まったこと，を挙げている。だがしかし，実際には「日本の閉
鎖的な流通制度の改革」，「大規模小売店舗法（大規模小売業の事業活動の調
整に関する法律）規制緩和」など市場開放に関わる諸問題が全面に出てくる
のである（第2表参照）。事は「日米経済摩擦問題」から， あたかも「流通
第2表 日本の「流通」をめぐる国内外の主な動き
85/ 6 日米貿易委員会で米商務省「大店法の規制綬和を」
86/ 4 国際協調のための経済構造調整研究会報告（前川リボート）「製品輸入
促進へ流通構造合理化を」
9 欧州議会対日決議「大店法は欧州製品の対日輸出に悪影響」
10 経済同友会提言「製品輸入拡大へ大店法による規制は極力改めるべき」
87/ 5 経済審議会の経済構造調整指針「流通の規制綬和を」
6 大店審会長談話「大店法の運用を柔軟化」
9 日米貿易委員会で米「日本は流通制度改善を」
88/ 6 トロント・サミット経済宣言「日本は流通を含む構造改革を推進」
7 通産省，商務流通審議官を新設
9 日米貿易委員会で米「日本の流通規制は輸出拡大の障害」
12 臨時行政改革推進審議会（行革審）答申「大店法をはじめとする流通規
制の綬和を」
89/ 4 USTRの外国貿易障壁報告に「流通制度」「大店法」
5 米政府，日本の構造問題として流通制度を指摘
6 産構審「90年代流通ピジョン」答申，「大店法の運用適正化， 流通に競
争原理必要」
出所） r日経流通新聞」
規制緩和」・「市場開放」問題へと，論点の中心が移動している。
ここには，日米経済摩擦の泥沼化を避けたい政府の利害，対米輸出総額の
54.7彩を占める日本の主要輸出品目， 自動車， VTR・テープレコーダー，
(8) 
自動車部品，テレビ・ラジオ及びコンピュークーを生産・輸出する独占的産
業資本の利害，さらには規制緩和により国内外の市場機会を拡大しようとす
(7) 通産省「通商白書乎成元年版」， 71ペー ジ。
(8) 通産省「通商白書昭和63年版」， 7ペー ジ。
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る大手流通資本の利害の三者の基本的一致がある。こうした利害の一致が，
政府・独占的産業資本・大手流通資本をして「流通産業」を21世紀に向けて
のリーデング・インダストリーと位置付けさせているのである。
さらに付け加えれば，・政府・独占的産業資本にとって， 硯在の日米摩擦
が， FSX開発問題にみられるように軍事技術と密接不可分の最先端技術を
(9) 
めぐっての攻防にある， という状況のもとでは日本市場の閉鎖性＝「規制緩
和」・「市場開放」という文脈でそれに対応することに利益を見出すであろ
ぅ。また海外からの安価な輸入財をつうじて，政府にとっては物価の安定，
独占的産業資本にとっては賃上げ要求に反論する根拠をも与えるという「お
まけ」までついている。このような政治・経済的環境が，大規模小売企業を
して国際的展開を促進せしめる。
第2点は，進出先の受入国側の要因である。 アジア NIES, ASEAN諸
国の経済成長，そのもとでの1人当り GNPの増加（販売拠点として）や安
価で良質な労働力の存在（生産拠点として）などがあげられる。アジア NIES
は， 1960年代以降長期的トレンドで高い成長を続けている。特に70年代に入
り輸出主導型工業化戦略をとり，工業製品輸出をテコとして高成長を続けて
いる。 また1970年代後半まで輸入代替工業化戦略を工業化戦略の中心に据
ぇ，貿易保護，輸入代替産業の国内保護，政府による国内投資政策などを採
用していた ASEAN諸国も 1980年代に入り外国企業の活動にたいする規制
緩和，直接投資への優遇策など一連の外資優遇策を導入し，輸出主導型のエ
業化戦略をとり始めた（第3表参照）。
さて，このようなアジア NIESの高成長とアジア NIESには及ばないま
でも他の途上諸国に比して高い経済成長を成し遂げている ASEAN諸国で
は，そのことを背景として1人当り GNPがシンガポール7,410ドル，香港
(9) 坂井昭夫「アメリカの防衛分担要求の経済的意図」宇都宮軍縮研究室「軍縮問
題資料」 1989年6月号，関下稔「先端産業をめぐる経済摩擦対米軍事技術共
与との関連で」佐藤定幸編「日米経済摩擦の構図」有斐閣， 1987年所収を参照さ
れたい。
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第3表 ASEAN諸国における外資導入施策
1 優遇業種等 1外貨比率規制 I税 制 利益送金 その他
◇国内産業保護◇83/12~84／◇78/6月，輸◇送金制限なし◇79/6月，輸
フのための外資禁12月， 1年間の出加工区内企業
ィ止規制を徐々にみ100％出資をに減税措置
出加工区の増設
リ撤廃 (68年約40許可
◇81/1月，統
◇87/ 
ピ業種→81/
7月，88/ ー技資法の制定
6月
ン硯9業種）
3月，所得税免
税措置，輸入資
本財課税免除
◇86/8月，直◇86/10月，外◇77/5月，法◇送金は原則自◇77/5月，投
接投資の奨励基資比率100％許人税の3~8年由（中央銀行へ資奨励法の施行
準を改正（既存可業種の範囲を間免除，原材料の登録が必要） ◇83/5年，投
企業の設備投資拡大
タ 1拡大奨励等） I に関する物品税 資関連情報の提課税を免除 供等の外国企業
86/10月，法人
税の免税期間を
誘致措置
延長
◇87/8月，バ
ンコク郊外に輸
出加工区を設定
し，100％輸出企
業に輸出入税，
法人税の減免を
決定
◇86/1月，農◇85/
業，観光業を投造業につ
7月，製◇87/1月，輸◇送金は原則自◇78/6月，プ
マ資優遇措置対象～
いて30出企業の法人税由 (200万リンミプトラ優先政
業種に指定
80％の範囲内免税期間を延長ギ以上の場合， 策の運用弾力化
レ で輸出比率とほ (5年⇒10年）中央銀行の許可◇88-/1月，海
ほ同率の出資を◇87/11月，超が必要） 外からの投資関
許可 過利洞税の廃 連手続きを迅速
シ ◇88/8月，輸止，再投資に関
出比率20％以上
化，簡素化
する優遇措置の
ア の場合，外国資延長
本100％出資を
許可
?
◇80/2月，
遇業種を指定
優◇86/5月，87／◇86/5年，輸◇送金制限なし◇85/4月，税
12月，輸出企業入原材料に関す
の現地資本化へ
関検査の廃止
ィ る輸入税の免除 ◇86/10月，原
の移行期間を延措置等； 長 (5年¢10年◇87/12月，輸 を綬和材料の輸入規制
¢15年） 入資本財の輸入 ◇87/6月，企
ネ ◇87/12月，輸税，物品税免除
出比率65％以上
業活動規制の緩
シ の場合，現地資 閃87/12月，111
ァ 本5％での合弁企業設立を許可
品目の輸入自由
化，輸出企業に
対し外国人労働
者規制を免除
出所） 日本貿易振興会「日本と世界の海外直接投資」
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(10) 
6,910ドル，韓国2,370ドルなど全体として所得水準が上昇している。ASEAN
諸国については， 1人当り GNPはアジア NIESに及ばないが， 今日の高
い成長率が国民所得を上昇させ，大手流通資本にとって，今後有望な消費市
場としての可能性を高めることは容易に推察されうる。
さらに一言付け加えるならば， ASEAN諸国に広範にみられる都市と農
村の格差，急激な都市化とインフォーマル・セククーの存在，所得分配の不
平等などによって，これら地域は1人当り GNPに比して，都市富裕層に関
しては高い消費性向を示していると思われる。
他方，生産拠点としてのアジア NIESゃASEAN諸国の誘因は，安価で
良質な労働力の存在である。第3図が示しているのは日本の賃金に比較した
第3図 アジア譜国における賃金比較(86年）
日本 100 
シンガポー ル 35.8 
台湾
韓国
香港
マレー シア
クイ
インドネシア
フィリピン
アジアNICS平均 26.3 
ASEAN平均
［ 
゜ 250 500 750 1,000 1,250 1,500 1, 750(ドル）出所） 通産省「通商白書昭和6糾戸版」
アジア諸国の賃金の格差である。日本の労働者の賃金を 100とした場合，ァ
ジア NIESの労働者賃金は平均で26.3,ASEAN諸国の労働者賃金は平均
で7.7であった。最近アジア NIESの経済成長とともに賃金上昇圧力が高ま
っているといわれるが， そのNIES.でさえ平均は， 日本のそれの約4分の
(10) The World Bank, World Development Report 1987 p. 203。
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1, ASEAN諸国にいたっては，日本の10分の1強なのである。
このようにみる限り，アジア NIESゃ ASEAN諸国は大規模小売企業の
海外展開にとって， 「絶対的」優位性を与えるのみならず， 1人当り GNP
の格差や労働賃金格差という「相対的」優位性の存在が， アジア NIESに
は販売拠点を， ASEAN諸国には生産拠点をという東南アジア地域内での分
業関係構築の経済的根拠をも与えている。
第4表 日本人海外旅行者の旅行先 （単位：人）
ミ旅硫＼＼:＼ 数-
61 62 63 
人 数＼盟鬱； 人 数対比前（％年） 人 数鳳鬱！
韓 国' 791,011 124 896,701 113 1,106,666 123 
中 国 484,000 103 577,699 119 591,926 102 
台 湾 696,686 113 807,736 116 917,161 114 
香 港 727,219 114 1,033,525 142 1,240,470 120 
フ ィ リ ピン 134,261 87 126,825 94 181,741 143 
マ 力 オ 168,358 106 250,868 149 318,759 127 
シンガポール 404,278 107 541,399 134 682,405 126 
夕 イ 259,381 117 349,558 135 449,086 128 
オーストラリア 145,600 135 215,600 148 352,200 163 
ニュー ・ジー ランド 62,656 125 76,150 122 93,689 123 
米 国 1,681,071 112 2,128,481 127 
うちハワ イ 944,000 110 1,161,000 123 1,370,000 118 
うちグァ ム 332,317 110 412,637 124 493,543 120 
力 ナ ダ 235,158 135 311,786 133 404,592 130 
フ ラ ン ス 508,000 96 572,000 113 
イ ク リ ア 401,278 120 384,837 96 
西 ド イ ツ 494,333 101 588,615 119 
英 国 205,400 97 297,200 121 350,000 118 
ス イ ス 313,295 106 369,008 118 397,751 108 
ス ペ イ ン 121,072 96 130,487 108 170,281 130 
（注） WTO, OECD, PATA及び各国政府観光機関資料による。
出所） 総理府編「観光白書平成元年版」
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(11) 
その他にも「政治的安定」， 地理的条件， 基礎的生産技術移転が完了して
いることなどがあげられる。
第3点は，日本人の消費生活の国際化である。ここでは最近の東南アジア
地域への海外旅行者の急増（第4表参照）とそれと係っての NIES製品を
中心とした海外品に対する消費者のイメージの変化のみを指摘するにとどめ
ておこう。
大規模小売業の海外展開の可能性は，このような外的要因によって増大し
たが，大規模小売企業にとっての内的な要因は，大規模小売店舗法による出
店規制， 1980年代初頭の消費不況，消費市場の成熟化などによる国内市場の
相対的狭あい化である。節を改めて検討しよう。
N 大規模小売業の内的要因としての「国際化」
大規模小売企業の海外進出は，様々な要因によって影響を受けるが，
では，われわれが大規模小売企業の海外進出にとって直接的影響をもつと考
えられる， 1970年代後半より強化された出店規制と1980年代初頭の消費不況
などを契機とした，大規模小売企業の国内市場の経営環境の悪化について検
討する。
1978年末の第2次石油危機を契機とした石油価格の上昇は，先進各国をし
て金融引締め政策をとらせ，その結果第1次石油危機後の世界同時不況につ
ぐ，世界的な同時不況という状況が現れた。日本は第2次石油危機がもたら
したデフレ効果が比較的弱いものであったが，対照的に他の先進各国への第
(11) 一般に新興工業国には， 国内に解決すべき諸問題を多々抱えている。たとえ
ば，農地改革，農業近代化，都市と農村の格差などである。このような諸問題が
未解決なまま，輸出主導型工業化政策が強行される場合，国内において矛盾が深
刻化する。こうしたなかで，強権的国家体制が敷かれることになるが，このよう
な体制が真の政治的安定をもたらすものでないことは， シャー支配当時のイラ
ン，マルコス長期政権化のフィリピンなどで明らかである。多国籍企業，輸出主
導型工業化政策， 強権的国家体制との関連については，拙稿「ASEAN経済の
特質とその政治的環境」「千里山商学」第22号， 1985年3月を参照されたい。
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2次石油危機の影響は長期にわたり，インフレは加速し，国際収支などを悪
化させ，失業率は高まった。世界同時不況の影響が深まると，そのデフレ的
(12) 
影響をうけて1981年秋以降日本の輸出も減退しはじめた。
第5表は勤労者世帯の家計動向を示したものである。これによると， 1965
年以降の対前年比で実収入が減少したのは， 1974年および1980年であり，こ
れらは第1次，第2次石油危機の翌年である。また勤労者の消費行動に密接
にかかわる可処分所得も '74,'76,'80,'81年に対前年実質減を記録してい
る。
第5表．勤労者世帯の家計動向（対前年実質増減率）
1965年を 100とした時の指数
実収入 可処分所得 消費支出 食料費支出 実収入 可処分所得 消費支出 食料費支出
1965 100.0 100.0 100・.o 100.0 
1966 4.2 4.0 4.3 0.7 104.2 104.0 104.3 100.7 
・1967 6.1 6.4 5.6 2.9 110.6 110.7 110.1 103.6 
1968 5.7 6.0 5.8 1.4 116.9 117.3 116,5 105.1 
1969 6.0 6.3 5.3 2.2 123.9 124.7 122.7 107.4 
1970 7.3 7.1 5.7 2.6 132.9 133.5 129.7 110.2 
1971 4.0 4.0 4.3 1.7 138.2 138.9 135.3 112.0 
1972 6.5 6.0 4.0 3.4 147.2 147.2 140.7 115.9 
1973 7.1 6.6 5.3 1.1 157.7 156.9 148.1 117.1 
1974 0.3 0.1 2.2 2.6 157.2 158.8 144.9 114.1 
1975 2.7 2.6 5.2 0.6 161.4 160.8 152.4 114.8 
1976 0.1 0.9 0.4 0.0 161.6 159.4 151.8 114.8 
1977 2.5 1.6 1.4 0.3 165.6 161.9 153.9 114.4 
1978 2.6 . 1.5 1. 3 0.4 169.9 164.4 155.9 114.9 
1979 3.3 2.4 3.1 0.9 175.6 168.3 160.8 115.9 
1 980. 0.6 1.4 0.8 0.7 174.5 166.0 159.5 116.7 
1981 0.1 1.0 0.6 1.0 174.7 164.3 160.4 115.6 
1982 4.3 3.0 3.1・ 1.1 182.2 169,2 165.4 116.8 
1983 1.3 0.7 0.4 0.6 184.6 170.4 166.1 116.1 
1984 2.3 2.2 1.7 0,6 18’. 8 174.2 168.9 115.4 
1985. 2.7 1.9 0.3 1.9 193.9 177.5 169.4 117.6 
1986 1.2 r.o 0.8 0.5 196.2 179.3 170.8 1 18. 2 
1987 4.8 2.0 0.7 3.5 205.6 182.8 172.0 114.1 
出所） 総務庁「家計調査Jおよび「消費者物価指数年報」各年版より作成。
(12) 小宮隆太郎「現代日本経済論」東京大学出版会， 1988年， 76ページ。
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周知のところではあるが，第1次，第2次石油危機を契機としたこの2度
の世界同時不況は，それが小売業にとっては消費不況となって硯れる。ちな
みに1980年代消費不況の影響を，大手スーパーについてみると売上高成長率
は1981年から急落し， 1982年のそれは， 6社平均で3分の1になる（第4図
参照）。
第4國克上高成長率の推移
%L 1ヽ2.7 (ヽ20.7)
＼ 
イトー ヨー カ堂
囀ヽ．・ー
―- ｀
”’ヽ •ー・ 0 •- -｀ク`---．5 
??
10 
1980 81 82 83 84 85 86 87年面
► 6社はダイエー、イトーヨーカ堂、•西友；ジャスコ、ニチイ、ユニー。
9, ►各社 r有価証券報告帯」より作成。
出所） 中野安「スー パ一」糸園辰雄，中野安，前田重朗，山中豊国編r転換期の流通経済
1 小売業」大月書店， 198~. 45ページ。 • 
このような消費不況を目前にして大規模小売企業はどのように対応したの
であろうか。すでに，大規模小売企業にとって，第1次石油危機を契機とし
た，日本経済の高度成長の終焉＝低経済成長への移行という経済環境の変化
のなかで戦後最大，最長の消費不況を経験していた。
このような経済環境の根本的変化への大規模小売企業の基本的対応は，中
野安氏によれば，第1に仕入面では多くの場合卸売商などに負担を転化しな
がら，仕入・在庫管理の徹底した合理化であり，メーカーからの直接仕入傾
向の強化であった。第2に取扱商品面では，高収益確保をねらった PB（プ
ライベート・プランド）の見直しと拡大，低回転・高マージンの高級品の取
156(818) 第 34巻第 5 号
扱いの拡大であり，全体的にディスカウント機能を低下させることによる粗
利益率の向上であった。第3に賃金コストの抑制，低賃金パートの大量雇用
(13) 
などである。さらには，借入金の圧縮，金巖費用の軽減などであった。
このように低経済成長期への大規模小売企業の基本的対応は， 「賃労働＝
(14) 
資本関係の再編を基軸とする内部調整政策」としての合理化政策と低回転・
高マージンの高級品取扱政策であったといってよい。しかし，この高級品取
扱政策（ディスカウント機能の低下）はスーパーにとって，低価格訴求商品
による品揃えというイメージを稀薄化させ，市場の成熟化のなかで自らの存
在意義を低下させるという点に注意しなければならない。
他方，大規模小売業は， 新規出店を柱とした量的拡大政策を堅持してい
た。低経済成長という経済環境（小売市場というパイの増大低下）のもとで
の，この大規模小売企業の量的拡大政策は，その帰結としての大規模小売企
業への新規出店反対運動を激化させ， 1978年の大店法改正， 1982年からの行
政指導による新規出店規制の強化となって現れた。ここに，低経済成長とい
う経済環境の変化を従前どおりの量的拡大政策によって乗り切ろうとした大
規模小売企業の政策は破綻し，根本的政策転換を迫られたのである。
こうした状況に対応して，大規模小売企業は，下記のような多角化戦略，
国際化戦略を展開したのである。
第1は，既存店対策である。 1982年から向こう 2年間，大型店の出店を行
政指導で規制する新規出店規制は，新店投資に代わって，既存店の活性化の
ための投資，すなわち合理化投資を増大させた。量的拡大政策の転換の事実
上の帰結である。この政策と密接に関連するのが，既存の設備，労働力， ノ
ゥハウといった大規模小売企業が所有している経営資派を活用した既存店の
建て直し策としての業態転換， 新業態の開発である。 ダイエーの Dダイエ
(13) 中野安「スーパーの急成長と流通機構」森下二次也監修「講座硯代日本の
流通経済硯代日本の流通機構」大月書店， 1983年所収， 143~144ペー ジ。
(14) 中野安「80年代巨大小売企業の歴史的位置」近藤文男・中野安編著「流通
構造とマーケティング・チャネル」ミネルヴァ書房， 93ペー ジ。
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，ー トボスなどのディスカウントストアヘの転換， 西友ストアの専門店転
換，ジャスコの高級ファッション専門店への転換などである。
第2に，多角化戦略がある。劇場や映画館経営，スボーツ施設・カルチャ
ーセンター，ホテル経営など消費関連分野への進出である。さらには，業態
や業種を越えた提携がある。大手専門店チェーンなどの提携，消費財メーカ
ー，金融・保険業，サービス業など異業種との提携・進出である。
第3に，国際化戦略である。第1次石油危機を機に，大規模小売企業がそ
の対策の基底に合理化経営を据えたが，反面では低価格訴求的商品の販売と
いうイメージの稀薄化＝自己の存在意義の低下をももたらしたのは，すでに
述べたとおりである。八百半デパートなどの一部を除いて，国内での出店拡
大戦略が最優先され，採算面での不安がつきまとう海外進出には極めて消極
的であった大規模小売企業も出店規制のもとでの市場機会の狭あい化，低価
格訴求力の低下という経営環境の悪化のなかで，低価格訴求的商品の開発と
市場機会の拡大を求めて，新業態開発，新規事業展開， PB開発などの国内
戦略と軌を一にした直接輸入，開発輸入，海外企業との提携などへとすすん
だ。ここに，国際化戦略が大規模小売企業の経営戦略の支柱として浮上して
きたのである。
V 大規模小売企業の「国際化」戦略
第1次石油危機を契機とした日本経済の高度経済成長から低経済成長への
転換は，大規模小売企業にとって，合理化政策と量的拡大政策を内容とした
経営戦略を採用させた。そして，これらの政策が1970年代後半からの出店規
制強化や1980年代初頭の消費不況によって破綻したなかで，国際化戦略が大
規模小売企業の経営戦略の中心に位置づけられたことはすでにみてきた。
大規模小売企業にとって，量的拡大政策の帰結としての競合企業の過当競
争，出店規制，さらには市場の成熟化という経営環境の悪化は，国内市場の
一層の開拓のみならず市場の国外へむけての拡大化を必然化せしめる。
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(1)国内市場開拓の手段としての「開発輸入」
大規模小売企業にとって，国内市場の開拓は，基本的には失われた「価格
破壊力」の回復であり，低価格訴求的商品のマーチャンダイジングの充実を
意味する。しかも，その商品は， 日本人の感性に合致したものでなければな
らない。 そこで， 大規模小売企業は， 直接輸入に携わる企業の割合が小さ
く，そして小売企業の総仕入に占める直接輸入の割合もまた小さいのにたい
(15) 
して，継続的輸入契約に占める輸入総代理店契約の割合が大きい，といわれ
る状況のなかで，多様なJレートでの輸入品の調達を試みてきた。その主要な
ものは，直接輸入（小売企業が海外のメーカーから代理店を通さずに直接に
輸入する）， 開発輸入（製造企業や小売企業などが仕様を指定し日本市場向
けの商品を発注し，それにしたがって海外企業が生産したものを直接輸入す
る）， 並行輸入（主として輸入総代理店を通じて販売されていた商品を，総
代理店以外のルートを通じて輸入する）， 逆輸入（日本のメーカーの海外工
場で生産された商品の輸入）などである。
このことは，大規模小売企業にとって，マーチャンダイジングにおける卸
売業依存からの脱却と自主的輸入チャネルの開拓を意味するが，なかでも開
発輸入は大規模小売企業にとって，日本市場向けの開発商品であり，しかも
低価格訴求的商品であるので国内市場の一層の開拓にとって有力な手段にな
っている。
(2)海外市場開拓の手段としての「海外出店」
他方，大規模小売企業にとって，国外への市場の外延的拡大（海外市場の
獲得・深耕）の欲求もまた切実な問題である。大規模小売企業の市場の外延
的拡大は，小売資本の国内での相対的過剰化のもとで，出店規制による国内
出店の「はけ口」としての海外出店というかたちをとって行われた。
一般に，市場の渚在的規模はその国の人口と所得水準に規定されるが，ァ
(15) 通産省「通商白書昭和63年版」， 76~77ページ。
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ジア NIESおよび ASEAN諸国の市場の浬在的規模は，それらの諸国の1
人当たり GNPの向上を背景とした都市中間層の台頭に規定されている。し
かし，他方ではすでに指摘したように新興工業諸国に根づよく存在する所得
間格差，都市と農村の格差などが，立地産業としての大規模小売企業にとっ
て，都市富裕層を顧客とした市場機会をも提供している。近年の円高を背景
としたアジア諸国への日本人旅行者の急増もまた海外出店へのインセンチィ
ブをあたえていることはすでにみてきたところである。
(3)円高経済定着後の国際化戦略
このように，とりわけ1980年代初頭の消費不況，出店規制等を契機とした
大規模小売企業の海外展開は，開発輸入および海外出店を主たる形態として
行われたが，一般的にはスーパーが前者に重点をおき，百貨店が後者に重点
を置いた展開を行っているということができる。
さて，こうした大規模小売店の海外展開も， 1985年のプラザ合意による急
激な円の切り上げ，円高不況を契機とした日銀の低金利政策，政府の内需拡
大政策， リストラクチャリングによる産業構造の転換等の経営環境の変化を
受けて，新たな展開をみせている。なかでも日銀が，円高進行の抑制と円高
不況対策として採用した低公定歩合政策と政府の内需拡大政策は「消費プー
ム」を導いたことは周知のところである。プラザ合意以前には8.25%であっ
た公定歩合は， 85年11月以降9回引き下げられ， 1987年2月以降は2.5%と
いう超低金利になった。為替レートの変動要因を日米金利差とみる日銀当局
の為替対策（と同時に双子の赤字を抱えるアメリカに対する，日本の機関投
資家による米国債購入を通じての財政赤字補填という対米協力でもあった）
であったが，この超金融緩和はマネー・サプライの増大となって現れた。プ
ラザ合意以前には7~8彩であったマーネー・サプライの増加率が， 1986年
以降は11~12％の増加となった。
このような金融環境の変化は， 土地•株式などへの資産乗換を引き起こ
し，さらにはマネー・サプライの増加が土地•株式の騰貴を誘発し暴騰せし
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めた。いわゆる資産ィンフレの状況が現れた。そして，こうした状況が円高
不況下での企業のリストラクチュアリングをも容易にさせた。また個人消費
に関しては高級乗用車，美術品，大型家電製品などの高額商品の売れ行き増
加が目立った。 1986~1988年にかけての地価•株価などの高騰の結果として
の「資産効果」が株，土地などを所有している高額所得層を柱とした高額商
品の消費を増大させた。さらには円高による交易条件の好転が「所得効果」
を生じさせ，また「価格効果」が商品の相対価格の引き下げによって，今日
の大型消費をもたらした。
政府の内需拡大政策も効果を発揮した。政府は1987年5月円高不況と対外
不詢衡是正のための「緊急経済対策」を決定し，公共事業の前倒しなど 5兆
円を超える財政支出を行った。これにより日本経済は本格的な内需主導型の
成長過程に入ることになった。
このような大規模小売企業を取り巻く経営環境の劇的な変化という状況の
もとで，開発輸入は低価格商品の調達という当初の意図とは質的に異って，
フル・ライン化のための商品調達の一翼を担うことになる。第5図は開発輸
入の要素分解を図示したものであるが，この構成要素の多様な組み合せによ
って，小売企業は基本的に2つの方向で従来の小売企業からの脱皮の渚在的
第5図 開発輸入の要素分解
デザイン・仕様 対象商品 開発の主体 販路の拡大
出所） 外JI洋子「深化する開発輸入」 「RIRI流通産業』 1988年9月'o
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可能性をもつようになった。一つは大規模小売企業にとっての生産への一層
の関わりであり，二つめは開発した製品販路への関わりである。
このような意味において，三国間開発輸入は興味ある展開である。例を出
せば，高島屋はイクリアの生地を NIESで縫製して輸入する方式で，日本，
イクリア， NIESの間で，三国間開発輸入を行っている。開発輸入の拠点と
しては韓国， 台湾， 香港という NIESが中心であるが，タイ，インドネシ
(16) 
ァ，インドなどにも増やしていく方針であるという。また，ジャスコは水産
物の開発輸入の強化を狙い，中国，韓国，日本の三国を結ぶ水産物加工品の
製造・販売に乗り出している。中国産大正エビを韓国の系列企業で委託加工
し，日本国内で販売する。長期的には商品の種類を増やし安価な原料，低加
(17) 
工を組み合せた水産加工品調達の仕組作りを目指している。
このことは，小売企業が企業内にメーカー的機能と商社（卸）的機能をも
つことを意味し，大規模小売企業にとって開発輸入の高度化は単に国際的に
展開された小売企業の域を越えて， 発展する港在的可能性を示すものであ
る。
他方，海外出店についても同様の展開がみられる。近年の海外出店の特徴
は，売り場面積が一万乎方メーメルを越えるような大規模店舗での本格的出
店であり，その進出では現地大手商業資本との合弁形態での出店も培えてい
る。香港， シンガボール，バンコク， クアラルンフ゜ ルー， ジャカルタなどの
都市への海外出店は，大規模店舗を核にした多角化戦略，比較優位を利用し
た商品開発などを各国別に行うと同時に，各都市を結合させた情報ネットワ
ークや商品調達・供給ネットワークを企業内に持つようになっている。
第6表は東南アジアにおける大手流通企業の系列店舗を整理したものであ
るが，三越系の香港店舗においてその商品構成をみると，瑛地製品55%，日
本製品25%，第三国製品20%（欧米製品。台湾， 韓国製品が増加中），松阪
屋系の香港店舗のそれは， 現地製品20%， 日本製品30%，第三国製品50%
(16) 「日経流通新聞」 1988年4月21日付。
(17) 「日経流通新聞」 1988年8月23日付。
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(AMC＝米国の仕入機構を通じての仕入。現地向けの欧州製中級消費財），
名鉄百貨店系のシンガボール店舗では，現地製品40%，日本製品60%，第三
国製品については現地事務所を開設し近隣諸国の製品を調査中という。また
バンコク，クアラルンプールのような ASEAN諸国の店舗については，そ
の大半が硯地製品で占められており，日本製品，第三国製品の比率は小さい
が今後商品調達先の多様化が進むと思われる。他方，現地製品および第三国
製品の日本への商品供給の点であるが，この点については，売上総額のせい
ぜい1~2％であまりみるべきものがないにしても，シンガボール，バンコ
ク，クアラルンプールなどの店舗において，開発輸入を計画中であるという
ことは， 日本の円高経済の定着のなかで今後，その機能の重要性を高めるで
あろう。
大規模小売企業にとって，海外出店もまた開発輸入と同様にメーカー的機
能や商社（卸）的機能を企業内に包摂することになるが，いずれにせよ多国
籍流通企業化への大きな第一歩を踏み出させたことはたしかであろう。
ここでいう，多国籍流通企業化の意味であるが，開発輸入や海外出店を通
じて複数国に販売拠点を設立し， 国際的な販売などのネットワークを形成
し，本社の事業統轄管理のもとで国際的規模での事業活動を行い，利潤極大
化を目指す巨大流通企業の構築ということになろう。だが，開発輸入の進展
いかんでは生産拠点のネットワークが形成される可能性があることはすでに
みたところである。
アメリカ型の多国籍製造企業においては，発展途上国が素材提供基地，先
進国が加工基地，そしてアメリカの本社に統轄本部を設置するというふうに
企業内世界分業が形成され，生産体系の垂直的配置と統合は，本社のロジス
(18) 
ティックスにもとづいて行われた。日本の大規模小売企業もまた，従来の物
財移動の終結点としての役割を超えて，日本を通しての第三国への移動，そ
(18) 関下 稔「多国籍企業と国際貿易」久保新一・中川信義編「国際貿易論」有斐
閣， 1981年所収． 24ペー ジ。
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(19) 
の意味では交接点としての日木の役割が重要になっている。
「従来は高質商品や学ぶべき生活形式は欧米から，資源等の基本生産財は
アジアその他の諸国から輸入するマーケティング活動が中心であったが，今
後は NIES等の台頭も大きな原因でもあるが，日本の国際的地位の高まり
によりワンウェイ単層型のマーケティングではないッウェイ多層型のマーケ
(20) 
ティング活動にウェイトがかかっていくということである。」
1980年代初頭の消費不況，出店規制，市場の成熟化を背景とした，大規模
小売企業の，いわば消極的「国際化」戦略は1980年代後半の日本の円高経浩
の定着とともに積極的「国際化」戦略に転化した。同時にこの過程は大規模
小売企業にとって，多国籍企業化への過程でもある。このように日本の大規
模小売企業は多国籍流通企業としての道を歩み始めたのである。
VI 大規模小売企業の「国際化」の問題点
大規模小売企業が開発輸入や海外出店を媒介にして海外進出を行う場合，
そこにはその進出形態に関わる問題，受入国に関わる問題，世界経済に関わ
る問題など様々な問題が発生する。ここでは，大規模小売企業が，国際展開
を行う過程で生じる問題点を若千検討することにしよう。まずはじめに個別
企業体としての大規模小売企業が直面する問題点を簡単に指摘して，次によ
り重要な日本国内での国内流通再絹や受入国先での問題を言及しよう。
企業内で発生する問題としては，大規模小売企業が企業内にメーカー的機
能と商社（卸）的機能をもつという点に関わって，商品開発リスク，生産委
託先の採算を満たす大ロットの発注，製品の販売先の開拓，為替リスクなど
の問題が発生すると考えられるが，これらの問題への対応それ自体が大規模
小売企業にとって多国籍企業化への道を歩むことにほかならない。
他方，大規模小売企業の海外展開を契機に大手卸売企業の海外展開も進ん
でいる。 こうした状況のなかで， 国内の中小のスーパー・百貨店の直接輸
(19) 原田 保「流通業の国際化戦略」「流通政策」 No.34,28ペー ジ。
(20) 同上， 28~29ペー ジ。
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入・開発輸入も広がり始め，ま
た中小問屋の共同直接輸入の動
きもみえ始めた。このような中
小の小売業や卸問屋は資金力，
商品開発力， リスク管理能力，
情報力などの点で劣るので，こ
れらの国際的展開の失敗は大手
流通企業による吸収・合併，系
列化へといざなうであろう。ま
たこのような流通企業のマーチ
ャンダイジングの多様化は，国
内雰細メーカーに合理化，再編
を強いることにもなるだろう。
それだけではない。受入国に
おいても様々な問題を発生せし
める。なかでも最近の大型店舗
第7表 シンガポールの日系大型店
（売り場面積2000rri以上）
企業名 売場(rl面)積 数従業（人員） 開業年月
伊勢丹 4,818 274 72.1 
4,767 164 83.12 
7,410① 228 86.7 
八百半デパ 13,670⑨ 500 74.11 
トー
8,844 281 79.5 
3,759 153 81.8 
7,255 336 83.12 
大 丸 10,880① 542 83.11 
そごう 12,000 357 86.10 
東急百貨店 7,000③ 250 87.10 
.^．．.．・ •〇· 9 -.．・ • ・ •幽 0 -・ • • 
高島屋 48,000①※700 ※93春
そごう 19,500 - 89,9買収
（注） デークは89.5塊在，円内の数字は海外
店のうち売り場面積の順位。日本小売
業協会調べ。※は予定
出所） 『日経流通新聞」 198炉F10月19日付。
での海外出店ラッシュに関わる問題は極めて重要である（第7表参照）。そ
れは受入国での出店過剰をもたらす。たとえばシンガポールでは，高島屋が
シンガボール最大の繁華街，オーチャード通りに93年春百貨店を開店する。
それは売り場面積4万8千メートルという日本国内の大型店舗にも匹敵する
規模で，東南アジアでは最大規模になる。 またそごうも今年の9月に約480
億円を投じてオーチャード通りのショッピングセンクー「バラゴン」を買収
した。この買収は日本の百貨店としては最大級の海外店買収である。さらに
は西武グループがシンガポール最大手百貨店メトロと提携して計画中の店舗
(21) 
も施設面積約1万8千乎方メートルになる。事は過剰出店でおさまらない。
日本国内での出店競争の国外への「輸出」は現地での地価の高騰，諸物価の
(21) 「日経流通新聞」 1989年10月19日付。
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騰貴などを通じて現地国民経済に混乱を生じさせる。また，開発輸入が現地
(22) 
メーカーの国際的下請化を促進するという点にも留意しなければならない。
それに加えて，多国籍企業の国際マーケティングの展開とともにすでに指
摘されていることであるが，硯地受入国において消費者問題が激化すること
が予想される。東南アジア地域においては，日本や欧米においてすでに規制
(23) 
されている農薬での汚染の問題，乳児用ミルクでの社会問題など多国籍企業
の国際的展開に関わって生じた問題の発生をすでにわれわれは知っている。
たしかに最近では，これらの諸国においても，消費者保膜法が成立しつつあ
ると言われるが，まだ法的規制の未整備な国ぐにもあり，日本の大規模小売
(24) 
企業のこのような本格的な展開のなかで，早急な法的整備が求められよう。
大規模小売企業が国際的展開を強化し，多国籍流通企業化し本社•海外店
舗（海外駐在事務所）間取引が増大すると，それにつれて多国籍企業の企業
内国際取引において一般的にとられる，国際振替価格 (internationaltrans-
fer pricing)のような利益振替操作も生じてくるであろう。 このことは，
国家の基本的権能である徴税権の侵害であり，国家主権の侵害である。こう
した多国籍企業の行動様式と自国及ぴ受入国の国民経済との庫擦は高まろ
ぅ。
(22) 多国籍企業の国際的展開とともに受入国製造業が下請化する過程を「国際的下
請生産」という概念で分析した， 関下稔「「国際的下請生産」の概念と多国籍
企業」杉本昭七編「現代資本主義の世界構造」大月書店， 1980年所収を参照され
たい。
(23) 発展途上国で発生している深刻な消費者問題を鋭く告発している書物としてア
ンワー・ファザール，日本消費者連盟編訳「ジャンク・フード」学陽書房， 1982
年（なかでも第2編第1章「いま消費者は一発展途上国の消費者問題」）を参
照されたい。
(24) 志津田氏治「硯代企業と多国籍企業法」志津田氏治編著「多国籍企業の法と経
営」法律文化社， 1982年所収， 14~15ペー ジ。
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VI おわりに
小売企業の最近の海外展開について，大規模小売企業の開発輸入と海外出
店を中心にみてきたのであるが，一口に小売企業の海外展開といっても，そ
こには個々の企業の経営資源の差異，経営戦略などによって様々な形態があ
る。しかし今日の大規模小売企業は，国内的要因や国際的要因によって多国
籍流通企業への道を歩み始めたのはまちがいない。今後の課題は，多国籍化
する流通企業の企業内編成（経営戦略，経営組織）の動向を立ち入って追跡
するとともに途上国経済との間で高まるであろう看過しえない摩擦を分析す
ることである。
(1989.11.20脱稿）
追記：本稿脱稿後，西武百貨店は同百貨店とシンガボールのメトロボールディングと
の提携・共同によるシンガボール出店計画を白紙撤回すると発表した。今回の白
紙撤回の直接の背景はシンガボール市内中心部の地価急騰とされている。 1989年
5月の提携発表以来6ヶ月にして同計画は断念された。このことは，大規模小売
企業の国内出店競争の国外への無政府的「輸出」のすごさとそれを契機とした受
入国国民経済の混乱が，進出主体の大規模小売企業の個別的・主観的計画の枠を
大きく越えていることを示している。巨大企業内の計画性の高まりと市場の無政
府性は，今日極度の緊張を内包している。
